
議第150号

令和3年度村上市下水道事業会計補正予算（第2号）

　（総　　　則）

第1条　令和3年度村上市の下水道事業会計補正予算（第2号）は、次に定めるところによる。

　（収益的収入及び支出）

第2条　令和3年度村上市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第3条に定めた収益的収入及び支

　出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目）

第1款　下水道事業収益

　第1項営業収益

第2項営業外収益

第1款　下水道事業費用

　第1項営業費用

　（既決予定額）

　　　　　　　収

4，263，500千円

　　837，685千円

3，425，812千円

　　　　　　　支

4，263，500千円

3，812，064千円

入

出

（補正予定額） （計）

　　　　57千円　　4，263，557千円

　7，351千円　　　　845，036千円

△7，294千円　　3，418，518千円

△6，890千円　　4，256，610千円

△6，890千円　　3，805，174千円

　（資本的収入及び支出）

第3条　予算第4条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額1，416，514

　千円は、当年度分消費税等資本的収支調整額44，476千円及び当年度分損益勘定留保資金

　1，372，038千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額1，41，3，731千円

　は、当年度分消費税等資本的収支WSIBtw　4　4　，476千円、過年度分損益勘定留保資金193，193

　千円及び当年度分損益勘定留保資金1，176，062千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を

次のとおり補正する。
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（科 目）

第1款資本的支出

　第1項建設改良費

　　（既決予定額）

　　　　　　　　支

4，401，040千円

　　887，487千円

出

（補正予定額

△2，783千円

△2，783千円

（計）

4，398，257千円

　　884，704千円

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第4条　予算第9条、議会の議決を経なければ流用することのできない経費「（1）職員給与費

　131，018千円」を「（1）職員給与費121，280千円」に改め補正する。

令和　3年11月30日　　提　出

　　　　　　村上市長　高橋邦芳

令和　3年 月　　目　議決

村土市議会議長　　三　田　敏　秋
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令和3年度村上市下水道事業会計補正予算実施計画説明書

　　　　　　　収益的収入及び支出

収　入

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

1下水道事業収益 4263，500
57 4，263，557

1営業収益 837，685 7β51 845，036

2負担金 9，853 7，351 17，204

2営業外収益 3，425，812 △7，294 3，418，518

1補助金 2，150，728 △7，294
・　2，143，434
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（単位：千円）

節

区 分 金 額
備 考

献処㌫搬
7，294 雨水処理費負担金

他会計負担金 57 上下水道事業審議会運営負担金

他会計補助金 △7，294 一般会計繰入金
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支　出

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

1下水道事業費用 4，263，500 △6，890 4，256，610

3，812，064 △6，890 3，805，1741営業費用

　　’

5総係費 91，108 △C890

　i

84，218
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資本的収入及び支出

支　出

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

1資本的支出 4，401，040 △2，783 4，398，257

1建設改良費 887，487 △2，783 884，704

1建設事業費 887，137 △2，783 884，354
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給与費明細書
1　特　別　職

給、　与　　　費

区　　分
職員数

（人）
報　酬

（千円）

給　料

（千円）

期末手当
　（千円）

年間支給率
．（月分）

寒冷地
手　当
（千円）

その他
手　当
（千円）

計

（千円）

共済費

（千円）

合　計

（千円）

備考

長　’等

．

（　　　）

議　　員

、

（　　　）
補
　
正
　
後
その他の

特別職
8 152 152 152

計　． 8 152 152 152

長　　等 （　　　）

議　　員 　．
（　　　）

補
　
正
　
前
その他の

特別職
8 102 102

「

102

計 8 102 102 102

長　　等 （　　　〉

、

議　　員
、

（　　　）比

　
較 その他の

特別職
0 50 50 50

計 0 50 50 50
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2　一般職
（1）総　　括

　　　、．

区　　分

給　　　与　　　費

職員数
　　（人）

報酬
（千円）
　給料
，　　（千円）

職員手当
　（千円）

計
（千円）

共済費
　（千円）

合　　計
　　　（千円）

補　　正　　後
（　　2）

　　　18
1，303 58，851 42，503 102，657 18，471 121，128

補　　正　　前
（　　2）

　　　18
1，303 63，901 45，547 110，751 20，165

～

　130，916

比　　　　較
（　　0）

　　　0
0
△5，050 △3，044 △8，094 △1，694 △9，788

※（ ）内は、再任用短時間勤務職員及びパー トタイム会計年度任用職員 （外書き）

区　分
扶　養　手　当

　　　（千円）

管理職手当

　　　（千円）

．期　末　手　当

　　　（千円）

勤　勉　手　当

　　　（千円）

児　童　手　当

　　　（千円）

補正後 1，588 1，146 10，103 7，619 680

補正前 1β56 1，240 12，089 8，683 480

比　　較 232
△94 △1，986 △1，064 200

区　分
寒冷地手当

　　　（千円）

通　勤　手　当

　　　（千円）

時間外勤務手当　　　　’

　　　（千円）

住　居　手　当

　　　（千円）

特殊勤務手当

　　　（千円）’

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

補正後 1，675 1，227 1，530

補正前 1，606 958
1，530

比　　較 69 269 0

区　分

管理職員特別
勤　務　手　当

　　　（千円）

退職手当負担金

　　　（千円）　　．

賞与引当金
繰　　入　　額

　　　（千円）

補正後 12，382 4，553

補正前 12β70 5，235

比　　較 12
△682
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（2）給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額
　（千円）’

増　減事　由 別　内　訳
　（千円）

説　　　　　　　　明
シ

備　　考

給与改定に伴う 0
増減分

給

，

△5，050 昇給に伴う増加分
3 職員の昇給に伴う増

料
異動に伴う増　　　13，958　昇格に伴う増

133
異動増　　6人

異動に伴う減　　△19，144　その他の増減
0 異動減　　6人

その他の増減分 △5，053
　　　　　　　　　　　　　　　，採用に伴う増　　　　　　0 採用者　　0人

退職に伴う減　　　　　　0 退職者　　0人

制度改正に伴う
増減分 △566 期末手当減　　　　　　　　　△566 期末手当支給率の改正

’

職
給与改定に伴う増減　　　　　　0

員 異動に伴う増　　　　　　　9，604

手
△3，044

異動に伴う滅　　　　　△13，878

当 その他の増減分 △2，478
採用に伴う増　　　　　　　　　0

退職に伴う減‘　　　　　　　0
．

昇給に伴う増　　　　　　　　　1

昇格に伴う増　　　　　　　421

その他の増減　　　　　　　1，374
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（3）給料及び職員手当の状況

　ア　職員1人当たりの給与

区　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職 消　防　職

平均給料月額　（円） 261，933 一 一

　　補　正　後

令和3年11月1日現在
平均給与月額　（円） 298，740 　 『

平　均　年　齢　（歳） 36歳　6月 歳　　月 歳　　月

平均給料月額　（円） 283，528 一 一

　　補　正　前

令和3年1月1日現在
平均給与月額　（円） 318，198 一 『

平　均　年　齢　（歳） ・39歳　1月 歳　　月 歳　　月

イ　初任給

一 般会計の制度
区　分

一般行政職

　　　（円）

技能労務職

　　　（円）

消　防　職

　　　（円）

一般行政職

　　　（円）

技能労務職

　　　（円）

消　防　職

　　　（円）

高校卒 150，600 一 一 150，600 147，900 173，400

大学卒 182，200 一 一 182，200 一 211，400
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一般行政職
『
一　般 会 計　に 準 ず

る 』
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工　昇給

代　表　的　な　職　種
区　　　　　　分 合　　計

一般行政職 技能労務職 消　防　職

職　員　数　　　　　（A）　　　（人） 18 18

昇給に係る職員数　　（B）　　　（人）
17 17

1号給　　　（人）

2号給　　　（人）
噺

補
　
正
　
後
号給数別内訳 3号給　　　（人） 1 1

4号給　　　（人） 15 15

6号給　　　（人） 1 1

比　　　率　　（B）／（A）　　　（％） 94．4 94．4

職　員　数　　　　　（A）　　　（人）
18 18

昇給に係る職員数　　（B）　　　（人） 16 16

1号給　　　（人）

2号給　　　（人）

補
　
正
　
前
号給数別内訳 3号給　　　（人）

4号給　　　（人） 16 16

6号給　　　（人）

比　　　率　　（B）／（A）　　　（％） 88．9 88．9

オ期宋・勤勉手当

支給期別支給率
区　分 6　月

（月分）

12月
（月分）

支出率計（月分） 職務上の段階、職務の
級等による加算措置

備　考

補正後
（　1．150　）

　　2．200

（　1．100　）

　　2．100

（　2．250　）

　　4．300
5％～15％

補正前
（　1．150　）

　　2．200

（　1．150　）

　　2．200

（　2．300　）

　　4．400
5％～15％

一般会計

の制度

（　1．150　）

　　2．200

（　1．100　）

　　2．100

（　2．250　）

　　4．300

　
5
％
～
1
5
％
「

※（）内は再任用短時間勤務職員の支給期別支給率

力　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　分
20年勤続の者

　　　（月分）

25年勤続の者

　　　（月分）

35年勤続の者

　　　（月分）

最高限度
　　（月分）

その他の
加算措置等

備　考

支給率等 『一　般　会　計　に　準　ず　る　』

一 般会計
の　制　度
（支給率等）

24．586875 33．27075 47，709 47，709
定年前早期退職
　特例措置
（頒～20％加算）

キ　その他の手当

区　分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶養手当 同　　　じ

住唐手当 同　　　じ

通勤手当 同　　　じ
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注記

1．重要な会計方針

　1　固定資産の減価償却の方法

　（1）有形固定資産

　　　　・減価償却の方法

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物

　　　　　構築物

　　　　　機械及び装置

　　　　　車両及び運搬具

　　　　　工具、器具及び備品

　（2）無形固定資産

　　　　・減価償却の方法

　（3）　リL・一・ス資産

定額法による。

8年～50年

40年～50年

6年～22年

2年～6年
2年～20年

定額法による。

・ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。

2　引当金の計上方法

　（1）退職給付引当金

　　職員の退職手当は、下水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する

　普通負担金及び追加負担のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全

　部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

（2）賞与引当金及び法定福利費引当金

　　職員の期末・勤勉手当及びそれに係る法定福利費の支給に備えるため、

　　当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月

　から3月までの4か月分）を計上している。

（3）　貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不

　能見込額を計上している。

3　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。
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H．リ・一一一ス契約により使用する固定資産に関する注記

　1　リース取引の処理方法、

　　　リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、

　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　　　リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、

　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

皿．予定貸借対照表等関連

　1　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して

　　1年以内のものも含む。）、のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

　　29，700，240千円である。

IV．セグメント情報の概要

　1　報告セグメントの概要

　　　村上市下水道事業では、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、

　　農業集落排水事業及び個別排水処理事業を運営しているが、事業の一体性

　　等の観点から「公共下水道事業」、「農業集落排水事業」の2つを報告セグ

　　メントとしている。各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおり

　　である。

事業区分 事業の内容

公共下水道事業

下水道法上の下水道、公共下水道及び特定環境保

全公共下水道において、汚水及び雨水の処理を行

う事業

農業集落排水事業
下水道法上の下水道以外のもの、農業集落排水施

設、個別浄化槽において汚水の処理を行う事業
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2　報告セグメントごとの営業収益等

　　当年度（自　令和3年4月1日　至　令和4’年3月31日）
（単位：千円）

公共下水道事業 農業集落排水事業 合　　計’

営業収益 614，897 154，866 769，763

営業費用 2．904β36 808，246 3，713，082

営業損益 △2，289，939 △653β80 △2．943β19

経常損益 30，444 2，915 33β59

セグメント資産 53，157，406 14，919，049 68，076，455

セグメント負債 49，954，440 13．973β17 63，928，257

その他の項目

一般会計繰入金 2，455，350 712，480 3．167β30

減価償却費 2，089，919 555，470 2，645，389

受取利息 0 0 0

支払利息 353，422 93β78 446，800

特別利益
3 0 3

特別損失 81 50 131

うち減損損失 0 0 0

V．その他の注記

．（1）　償却資産に関わる経過措置

　　　償却資産にっいては、供用開始時から減価償却が行われてきたものとし

　　て算定した当年度期首の帳簿価額を帳簿原価として処理している。
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令和3年度村上市下水道事業補正予算予定損益計算書
　　　（令和3年4月　1日から令和4年3月　31日まで）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

1

2

3

4

5
6

営　　業　　収　　益

（1）下水道使用料

（2）負　　担　　金

（3）受託工事収益

（4）その他営業収益

営　　業　　費　用

（1）管　　渠「費

（2）ポンプ場費
（3）処　理　場　費

（4）受託工事費
（5）業　　務　　費

（6）総　　係　　費

（7）減価償却費

（8）資産減耗費
（9）その他営業費用

営　　業　　損　　失

営　業　外　収　益

（1）受取利息及び配当金

（2）貸付金管理収入
（3’

）他会計繰入金

（4）補　　助　　金

（5）長期前受金戻入

（6）その他営業外収益

営　業　外　費　用

（・）巖綴び繰

（2）その他営業外費用

経　　常　利　　益・

特　　別　　損　　失

当年度純利益
前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

752，577

17，183

3

153，848

33，134

768，737

　25，009

　85，150

2，645，389

　　500
　1，315

769，．763

3，713，082

2，179，134

1，273，851

　1，120 3，454，105

446，800

30，627 477，427

2，943，319

2，976，678

3

131
　3
131

33，359

△128

33，231

2，539

35，770

．81



令和3年度村上市下水道事業補正予算予定貸借対照表

（令和4年3月31日）’
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2

資産の部

2，961，450

△191，408

63，273，974

△3，555，165

989，016

2，770，042

59，718，809

4，441，578

△1，470，715 2，970，863

1，852

△346 1，506

1，168，641

30，553

67，618，877

30，553

178，214

△1，484

249，676

176，730

559

60
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（単位：千円）

67，649，430

427，025

68，076，455



（単位：千円）

28，055，883

3，885，908

31，986，466

63，928，257

3，485，857

662β41
4，148，198

68，076，455

28，055，883

3，623，984

　255，297

5，427

1，200

34，517，974

△2，531，508

3，485，857

、

626，571

35，770

負債の部

28，055，883

3，623，984

4，553

　874

資本の部

1，403，037

2，082，820

305，666

245，907

74，998

35，770
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令和3年度村上市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

　　　　　　　（令和3年4月　1日から令和4年3月　31日まで）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

（1）業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益

　　　減価償却費

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）

　　　引当金の増減額（△は減少）

　　　長期前受金戻入額

　　　支払利息

　　　固定資産除却費

　　　固定資産売却損益（△は益）

　　　未収金の増減額（△は増加）

　　　未払金の増減額（△は減少）

　　　・たな卸資産の増減額（△は減少）

　　　前払金の増減額（△は増加）

　　　前受金の増減額（△は減少）

　　　その他流動資産の増減額（△は増カロ）

　　　その他流動負債の増減額（△は減少）

　　　小計

　　　利息の支払額

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　33，231

　2，645，389

　　・1，234

　　　322
△1，273，851

　446，800

　　　500

　　　△1
　△71，780

　△95，680

　　△559
　　186，200

　△35，705

△33，776

1，802β24

△446，800

1，355，524

（2）投資活動によるje，ヤッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出

　　　国庫補助金等による収入

　　　受益者負担金等による収入

　　　短期貸付金による支出

　　　短期貸付金の回収による収入

　　　補償等による収入

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

△1，594，371

　　598，961

　　　3，002

　　△8，788

　　　8，788

　　　4，500

△987，908

（3）財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　一時借入金による収入

　　　一時借入金の返済による支出

　　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入

　　　建設改良等の財源に充てるための企業債の
　　　償還による支出
　　　一般会計からの出資による収入

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　△85，600

　　　2，056，800

　　△3，504，765

－一．1．．．＝．．032，236

　　　△501，329

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

△133，713

　383，389

249，676
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